
 

ご注意： この文書は一般に公表するための記者発表文であり、投資勧誘を目的に作成されたものでは

ありません。投資を行う際は、必ず当社が作成する「新株式発行並びに株式売出届出目論見

書」（並びに訂正事項分）をご覧いただいた上で、投資家ご自身の判断で行うようにお願いい

たします。 
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緊急事態宣言の政府発令による 2020年７月期の業績予想への影響について 
 

 

改正特別措置法に基づく「緊急事態宣言」を政府が発令したことに伴い、当社グループが運営する

認可保育所に対して、各自治体より休園の要請や指示が行われる可能性があり、その場合には当社グ

ループが運営する認可保育所は臨時休園することとなります。 

 

当社グループが運営する保育所 60 施設の内、59 施設（98.3％）が認可保育所でありますが、認可保

育所は各月の在籍児童数に応じた月額補助金を地方自治体等より受領する制度となっており、当該補

助金が認可保育所の主な収益（売上高）となります。 

 

なお、内閣府のホームページ「新型コロナウイルス対応に関する通知・事務連絡等」 

（https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/taiou_coronavirus.html）において公表されている一

連の資料（注）によれば、原則として「地域において公衆衛生対策の観点から臨時休園等した特定教

育・保育施設等については、保育の実施が継続されているものとして、通常通り施設型給付等を支給

する」こととされております。 

 

したがって、新型コロナウイルス感染症及び「緊急事態宣言」の発令に起因して認可保育所が臨時

休園となった場合においても、基本的に認可保育所の収益へ影響することはありません。 

 

以上により、「緊急事態宣言」の発令が当社グループの業績に与える影響は、現時点で軽微である 

と判断しております。 

 

今後、開示すべき事項が生じた場合には、速やかに開示いたします。 

 

（注） 

・「新型コロナウイルス感染症により保育所等が臨時休園等した場合の「利用者負担額」及び「子育

てのための施設等利用給付」等の取扱いについて」（令和２年２月 27 日付） 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/pdf/shisetsu/200227-1.pdf 

・「事務連絡」（令和２年３月４日付） 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/pdf/shisetsu/200304.pdf 

・「ＦＡＱ（令和２年３月 12 日更新）ＮＯ６、７、８、９、10」 

https://www8.cao.go.jp/shoushi/shinseido/pdf/shisetsu/200304-faq.pdf 

 
 

以上 
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